
■IPCC第4次報告書
●IPCCは、定期的に温室効果ガスによる気候変動の見通し、自然、
社会経済への影響評価及び対策の評価を実施

●第4次評価報告書は三つの作業部会報告書と統合報告書から構
成

●2003年に各作業部会の報告書骨子案を検討し、2004年に執筆
者・査読者等を選択し執筆を開始

●複数回にわたるドラフトの査読者及び政府によるレビューを経て
2007年2月から順次作業部会報告書が公表され、2007年11月17
日に統合報告書が公表

●この統合報告書を含む一連のIPCC 第4次評価報告書は、第2約
束期間以降の国際的枠組交渉のスタートラインとなる重要な基礎
資料
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■IPCC第4次報告書
【１】機構システムの温暖化は疑う余地がない

●気候システムの温暖化には疑う余地がなく、大気や海洋の全球平
均温度の上昇、雪氷の広範囲にわたる融解、世界平均海面水位
の上昇が観測されていることから今や明白である

【２】人為起源の温室効果ガスによる可能性がかなり高い

●人間活動により、現在の温室効果ガス濃度は産業革命以前の水
準を大きく超えており、20 世紀半ば以降に観測された全球平均気
温の上昇のほとんどは、人為起源の温室効果ガスの増加によって
もたらされた可能性がかなり高い

【３】現状のままでは、21 世紀には大規模な温暖化がもたらされる
●現在の政策を継続した場合、世界の温室効果ガス排出量は今後
二、三十年増加し続け、その結果、21 世紀には20 世紀に観測さ
れたものより大規模な温暖化がもたらされると予測される
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■IPCC第4次報告書
【４】強力な適応策によりGHG排出量の伸びを相殺、削減可能
●気候変化に対する脆弱性を低減させるには、現在より強力な適応
策が必要である。適切な緩和策の実施により、今後数十年にわた
り、世界の温室効果ガス排出量の伸びを相殺、削減できる。

【５】既存技術等によるGHG濃度の安定化は可能
今後20～30 年間の緩和努力と投資が鍵

●適応策と緩和策は、どちらか一方では不十分で、互いに補完しあう
ことで、気候変化のリスクをかなり低減することが可能。既存技術
及び今後数十年で実用化される技術により温室効果ガス濃度の
安定化は可能である。今後20～30 年間の緩和努力と投資が鍵と
なる
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